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全国体力・運動能力、運動習慣等調査の総合得点の全国平均値を50とした場合の北海道の値（小学校５年生、中学校２
年生）です。
・全国体力・運動能力、運動習慣等調査は、全国的な子どもの体力の状況を把握・分析する全国調査です。

平成26年度
小学校５年生　男子 48.5　女子 47.7
中学校２年生　男子 47.9　女子 45.9

○中項目（政策の柱）

目標年：令和４年度　　目標値：令和４年度までに全国平均値以上（50以上）

【②目標値】

＜目標値設定の考え方＞

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

３　人・地域

○小項目（政策の方向性）

【何を測る指標か】

本道の児童生徒の体力の状況を測る指標です。

■ふるさとへの誇りと愛着を育み、これからの北海道を担う人づくり

本道の子どもたちの学力・体力のステップアップを推進することにより、小学５年生及び中学２年生の男女いずれも体力
合計点を全国平均以上とすることを目指して、目標値を設定しています。なお、目標年については、北海道教育推進計画
において設定している令和４年度としています。

＜達成度合の分析＞

［小学校５年生］
　男子　平成28年度（2016年度）から令和元年度（2019年度）までの全国調査の結果を比較すると、依然として全国
　　　　　平均を下回る状況が続いているものの、全国との差が縮まっている状況が見られる。
　女子　平成28年度（2016年度）から令和元年度（2019年度）までの全国調査の結果と比較すると、依然として全国
　　　　　平均を下回る状況が続いているものの、体力合計点は上昇し、全国との差が縮まっている状況が見られる。
［中学校２年生］
　男子　平成28年度（2016年度）から令和元年度（2019年度）までの全国調査の結果を比較すると、依然として全国
　　　　　平均を下回る状況が続いているものの、全国との差が縮まっている状況が見られる。
　女子　平成28年度（2016年度）から令和元年度（2019年度）までの全国調査の結果を比較すると、依然として全国
　　　　　平均を下回る状況が続いているものの、体力合計点は上昇し、全国との差が縮まっている状況が見られる。

令和元年度（2019年度）
小学校５年生　男子 49.1　女子 48.7
中学校２年生　男子 48.6　女子 46.7

【③実績値】　※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

文部科学省「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」、毎年調査

【対応する政策】

(2) 北海道の未来を拓く人材の育成

○大項目（分　　　野）

教育庁学校教育局
健康・体育課

児童生徒の体力・運動能力の状況
（小学校５年生、中学校２年生）

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ

児童生徒の体力・運動能力の状況（小学校５年生、中学校２年生）の推移

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

小５男 48.4 48.6 48.3 47.9 48.5 48.7 49.0 49.3 49.1 49.1

小５女 47.8 47.7 47.8 47.1 47.7 48.1 48.3 48.6 48.7 48.7

中２男 47.4 47.8 47.9 47.9 47.9 48.2 48.4 48.6 48.6 48.6

中２女 45.6 45.7 45.9 45.8 45.9 46.1 46.5 46.6 46.5 46.7
基準値 実績値
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目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：80.0%

【②目標値】

＜目標値設定の考え方＞

生涯学習社会の構築に向けた社会教育の充実に取り組むことにより、生涯学習の成果を活用している住民の割合が平
成26年度の約２倍である80%に到達することをめざし、目標値を設定

【③実績値】　※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

＜達成度合の分析＞

平成27年度（2015年度）以降、生涯学習の成果を活用している住民の割合は60%前後で推移しているが、一方でボラン
ティア活動やまちづくり等の各地域活動へ参加したいと回答している住民の割合（北海道教育推進計画）は年々高まって
おり、30年度調査段階で80％を超えている。地域活動への意欲を実際の行動を繋げることで、本指標の数値も今後の伸
びが期待できるものと考える。

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

生涯学習社会の構築に向けた社会教育を推進するための諸施策の成果を測る指標

平成26年度（2014年度）　40.3%

令和元年度（2019年度）　59.8%

(2) 北海道の未来を拓く人材の育成

■ふるさとへの誇りと愛着を育み、これからの北海道を担う人づくり

○大項目（分　　　野）

生涯学習に関する住民の意識調査において、「この１年くらいの間に『生涯学習』を行った」と回答した人のうち、「学習活
動を通じて身に付けた知識・技術や経験をまちづくりやボランティア活動などに生かしている」、「子供たちを育むための活
動に生かしている」、「他の人（子供たちを除く）の学習やスポーツ活動、文化活動などの指導に生かしている」と回答した
人数の割合

○中項目（政策の柱）

○小項目（政策の方向性）

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

北海道教育庁「生涯学習に関する住民の意識調査」、毎年調査、概ね3月公表

【対応する政策】

３　人・地域

教育庁生涯学習推進局
生涯学習課

生涯学習の成果を活用している住民の割合

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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令和元年度（2019年度）　100%

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

公立高校における国際理解教育の実施状況を測る指標です。

○中項目（政策の柱）

平成26年度（2014年度）　71.0%

○小項目（政策の方向性）

○大項目（分　　　野） ３　人・地域

姉妹校との交流等を推進することにより、令和元年度までに全ての公立高校で取組が実施されることを目標としていま
す。なお、目標年については、北海道創生総合戦略において設定している令和元年度としている。

【③実績値】　※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

(2) 北海道の未来を拓く人材の育成

■グローバル化に対応した世界で活躍できる多様な人材の育成

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

北海道教育庁調べ、毎年調査、９月公表

【対応する政策】

教育庁学校教育局
高校教育課

国際理解教育を行っている公立高校の割合

目標を達成。各学校において、海外からの留学生や教育旅行を積極的に受け入れる体制が整備されている。

姉妹校との生徒の交流会や外国人による講演会など国際理解教育に関する取組を行っている公立高校の割合

目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：100.0%を維持

【②目標値】

＜達成度合の分析＞

＜目標値設定の考え方＞

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ

71.0 

83.8 

97.5 100.0 100.0 100.0 100.0 

0

20

40

60

80

100

2014 15 16 17 18 19 2025

（％）

（年度）

（単位：％）

年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019

割合 71.0 83.8 97.5 100.0 100.0 100.0

基準値 実績値

目標値

基準値



（整理番号） 58 （担当部課）

＜達成度合の分析＞

＜目標値設定の考え方＞

○中項目（政策の柱）

【①現状値】　※「現状値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

平成26年度（2014年度）　2,588人

３　人・地域

本道における外国人留学生の受入拡大に向けた環境整備の状況を測る指標

■グローバル化に対応した世界で活躍できる多様な人材の育成

○大項目（分　　　野）

「出入国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、道内の大学（大学院
を含む）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び道内の大学に入学するための準備教育課程を設置する
教育施設において教育を受ける外国人学生の数

○小項目（政策の方向性）

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」、毎年調査、概ね1月公表

総合政策部国際局
国際課

外国人留学生数

【対応する政策】

(2) 北海道の未来を拓く人材の育成

目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：3,700人

【②目標値】

【③実績値】　※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

外国人留学生の受入環境の整備等を行うことにより、年間約１００人の留学生の増加を目指し、目標値を設定

補助金事業による海外留学フェアへの出展や道内各大学による学生誘致活動の効果が表れている。

令和元年度（2019年度）　3,886人　

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

留学生数 2,537 2,734 2,737 2,686 2,588 2,725 2,897 3,155 3,614 3,886
　 基準値  実績値



（整理番号） 59 （担当部課）

平成26年度（2014年度）
小学校　82.3%　　中学校　70.7%

目標年：令和４年度（2022年度）　　目標値：令和４年度（2022年度）までに小学校中学校ともに100％

【②目標値】

いじめの未然防止に対応するための取組を推進し、全ての児童生徒に「いじめはどんな理由があってもいけないことだと
思う」という意識を身に付けさせることを目標としている。なお、目標年については、北海道教育推進計画において設定し
ている令和４年度（2022年度）としている。

＜目標値設定の考え方＞

＜達成度合の分析＞

規範意識を高める指導の在り方などについての市町村教育委員会や学校に対する指導助言、定期的なアンケート調査
の実施、教育相談体制の充実など、いじめ未然防止の対策を行った結果、基準年度と比較して向上している。

【③実績値】　※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

令和元年度（2019年度）
小学校　87.2%　　中学校　79.3%

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

いじめに対する児童生徒の意識の向上度合いを測る指標です。

■次代の社会を担う子ども・青少年が健全に育成される環境づくり

○大項目（分　　　野）

全国学力・学習状況調査において、「いじめはどんな理由があってもいけないことだと思う」という問いに対して、「当ては
まる」と回答した児童生徒の割合

○中項目（政策の柱）

○小項目（政策の方向性）

(2) 北海道の未来を拓く人材の育成

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

文部科学省「全国学力・学習状況調査」、毎年調査、8月頃公表

【対応する政策】

３　人・地域

教育庁学校教育局
生徒指導・学校安全課

いじめに対する意識（小学校、中学校）

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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小学校 中学校

目標値
基準値

小学校 （単位：％）

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
北海道 77.9 75.6 77.8 79.6 82.3 83.0 85.0 83.2 88.0 87.2
全国 75.7 - 76.2 79.9 82.1 81.8 83.1 81.2 85.9 85.0

基準値 実績値

中学校 （単位：％）

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
北海道 64.3 64.2 65.9 69.1 70.7 71.3 73.6 73.5 80.8 79.3
全国 63.3 - 67.9 71.4 72.1 73.0 74.8 73.3 80.7 78.3

基準値 実績値

※全国の平成23年度（2011年度）は未実施
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＜目標値設定の考え方＞

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

総務省「労働力調査」、毎年調査、１月公表

【対応する政策】

経済部労働政策局
雇用労政課

高齢者（65歳以上）の就業率

■意欲と希望のある高齢者や障がいのある方々の活躍促進

○大項目（分　　　野）

○中項目（政策の柱）

３　人・地域

○小項目（政策の方向性）

(3) 高齢者や障がいのある方々、女性が活躍できる社会づくり

令和元年（2019年）　21.8%（全国平均値   24.9%）

＜達成度合の分析＞

労働力調査における、65歳以上の高齢者のうち仕事に就いている人の割合
・労働力調査は、国勢調査の約100万調査区から約2,900調査区を選定し、その調査区内から選定された約4万世帯及び
その世帯員を対象とした調査

目標年：令和５年（2023年）　　目標値：令和５年（2023年）までに全国平均値以上

全国平均との差は縮小しているが、目標には届いていない。引き続き取組を推進する。

【③実績値】※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

多様なスキルや豊富な経験を活かして、高齢者が仕事に就き、地域や産業で活躍できる社会の状態を測る指標

【②目標値】

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

高齢者が働きやすい環境づくりを進めることにより、全国平均値以上とすることを目標としています。なお、目標年につい
ては、北海道創生総合戦略において設定している令和５年（2023年）としている。

平成26年（2014年）　16.5%（全国平均値20.8%）
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年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

北海道 14.8 13.9 15.3 15.8 16.5 17.6 18.2 18.7 20.3 21.8

全国 19.4 19.5 20.1 20.8 21.7 22.3 23.0 24.3 24.9

基準値 実績値

目標値

全国

平均値

以上基準値
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平成26年（2014年）　1.90%

○中項目（政策の柱）

北海道労働局をはじめ関係機関と連携した取組により、企業における障がい者雇用が促進され、直近の実績は目標を達
成している。

「障がい者の雇用の促進等に関する法律」に基づき障がい者の雇用義務がある民間企業における、障がい者の平均実
雇用率
・障がい者の雇用義務がある民間企業とは、従業員45.5人以上の民間企業（平成30年（2018年）4月1日から）。
※短時間労働者は0.5人としてカウント
（算出式）
実雇用率＝（雇用する身体障害者及び知的障害者の数＋雇用する精神障害者の数）／雇用する常用労働者数

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

○小項目（政策の方向性）

目標年：令和７年（2025年）　　目標値：令和７年（2025年）までに法定雇用率以上

【②目標値】

＜達成度合の分析＞

＜目標値設定の考え方＞

就労機会の確保に向けた取組を推進することにより、法定雇用率（2.2%※）以上とすることを目標としている。
※令和3年2月末時点

【③実績値】　※「実績値」は令和２年（2020年）８月１日時点での最新の統計数値

令和元年（2019年）　2.27%

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

厚生労働省北海道労働局「障害者雇用状況の集計結果」、毎年調査、11月頃公表

【対応する政策】

経済部労働政策局
雇用労政課

障がい者の実雇用率（民間企業）

○大項目（分　　　野） ３　人・地域

(3) 高齢者や障がいのある方々、女性が活躍できる社会づくり

■意欲と希望のある高齢者や障がいのある方々の活躍促進

【何を測る指標か】

障がいのある方々が仕事に従事し、地域で活躍できる社会の状態を測る指標

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

北海道 1.85 1.73 1.78 1.85 1.90 1.95 2.06 2.13 2.20 2.27

全国 1.68 1.65 1.69 1.76 1.82 1.88 1.92 1.97 2.05 2.11

基準値 実績値


